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は じ め に
筆者は先に，60年代の企業合併の中から代表
的な事例を取り上げ，合併を契機に表面化する
銀行取引関係の変化（＝融資シェア調整）につ
いて検討した1)。90年代後半以降に加速する産
業再編＝銀行再編がメインバンク関係の再編を
誘発するのは必至と考えられるが，現下の再編
を論ずるにはなお資料上の制約があるので，そ
れに先立つ60年代の産業再編とそれによって誘
発されるメインバンク関係の再編を検討すると
いうのが，その直接の動機であった。
小論はその直接の続編である。小論では，先
の論稿で取り上げることのできなかった70年
代～80年代の企業合併の中からいくつかの合併
事例を取り上げ，合併に前後して表面化する銀
行取引関係の変化を検討している。
取り上げた事例は多様である。対等合併によ
って業界地位の向上を意図した合併（丸善石油
と大協石油，山陽パルプと国策パルプ，三菱鉱
業と三菱セメント),吸収合併によって規模の拡
張を意図した合併（王子製紙と日本パルプ，鉄
興社と東洋曹達,川崎重工と汽車製造),親会社
による子会社の吸収合併（日本軽金属と日軽ア
ルミ）などである。こうした性格の相違にも関
らず，いずれも銀行取引関係の再編＝融資シェ
ア調整を誘発する契機となるという点で共通し
ている2)。
なお，小論でも銀行取引関係は融資シェアの
変化に限定して検討している。短期借入につい
ては都市銀行を中心に，一部の地方銀行，信託
銀行，長期信用銀行の融資シェアの変化を検討
し，長期借入については，都市銀行，信託銀行，
長期信用銀行，大手生命保険会社，大手損害保
険会社に限定して検討した。銀行取引関係＝メ
インバンク関係が融資関係に解消されるもので
はなく，融資シェアの大小がただちにメインバ
ンク関係の強弱を指示するものでもない。これ
について繰り返し述べるまでもない。けれども，
銀行取引関係の強弱が融資シェアに反映される
ことも事実であり，その限りで，融資シェアの
調整はメインバンク関係の変化を指示する一つ
の重要な指標となることもまたただちには否定
し得ない。メインバンク関係の再編を検討する
素材として融資シェアの変化を取り上げるのは
こうした理由によっている。
１．丸善石油と大協石油の合併と
銀行取引関係
丸善石油と大協石油の銀行取引関係
1984年４月，丸善石油と大協石油は業務提携
し，両社出資の精製会社（旧）コスモ石油株式
会社を設立した。その後1986年４月，丸善石油，
大協石油及び旧コスモ石油の３社が合併し，コ
スモ石油株式会社が成立した。コスモ石油株式
会社はアジア石油株式会社を合併している3)。
ここでは，86年４月の合併前の丸善石油，大協
石油と合併によって成立する新コスモ石油の銀
行取引関係の推移を対照してみることにする。
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1) 拙稿 ｢企業合併と融資シェア調整｣ (１)（『桃山
学院大学総合研究所紀要』第27巻第１号，2001年
７月)。
2) 産業再編＝企業合併とならんでメインバンク関
係の再編を誘発するもう一つの契機は銀行再編＝
銀行合併である。銀行再編を契機とするメインバ
ンク関係の再編について，拙稿「銀行合併と融資
企業合併と融資シェア調整(２)
シェア調整」(『桃山学院大学経済経営論集』第43
巻３号，2002年１月）を参照されたい。
3) コスモ石油株式会社の 『有価証券報告書』 (98年
３月）による。
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①短期借入における銀行取引関係
［丸善石油］
表－１は合併直前の86年３月期における丸善
石油と大協石油の銀行取引関係と，合併してコ
スモ石油が誕生して以降の銀行取引関係の推移
を一覧したものである。
丸善石油の短期借入の構造を見てみよう。都
市銀行６行，信託銀行５行，長期信用銀行３行
の協調融資によって丸善石油の短期借入の過半
が充足され，都市銀行が短期借入の30％強を融
資している。短期借入の過半を充足する都市銀
行のなかで,三和銀行の融資シェアが18.79％で
突出し，東京銀行・北拓銀行・住友銀行・太陽
神戸・大和銀行が一定の比率を保持して協調融
資に加わっている。信託銀行では，東洋信託銀
行がトップシェアを保持して三菱信託・住友信
託・安田信託・三井信託が協調融資に加わり，
さらに興銀をはじめとする長期信用銀行３行が
一定の融資比率を維持している。
丸善石油の短期借入における銀行取引の中核
に都市銀行が位置するのは，商業銀行としての
業態に照らして当然であり，三和銀行が突出し
た融資シェアを保持するのは，高度成長期に確
立する丸善石油のメインバンクとしての位置を
反映している。
資金量において６大都市銀行の一角を占める
三和銀行は，戦前来の経緯もあり，資金量の大
きさに比して取引先企業に重化学工業諸分野の
有力企業をもたないという融資構造上の弱点を
もっていた。重化学工業的産業基盤のうえで展
開される戦後の高度成長は，三和銀行の持つこ
うした融資構造上の欠陥を克服する格好の機会
となった。成長産業の優良企業との取引いわゆ
る「経済主流取引｣4)をめぐる大手銀行の貸出競
争が激しく展開され，結果として大手都市銀行
は自らメインバンクとなる主取引先大企業をあ
たかもフルセット型産業連関を体現するように
組織することになった5)｡ 丸善石油は,三和銀行
が組織するフルセット型産業連関の石油精製・
石油化学分野に位置づけられた主取引先企業で
あった6)。
長期金融の専門金融機関である信託銀行・長
期信用銀行が丸善石油の短期借入にも一定のシ
ェアを保持しているが，それらはいずれも，短
期借入の中核を占める都市銀行との協調融資と
見るべきであり，さらに云えば三和銀行との協
調融資と見るべきである。ただその詳細を見る
と，一つ特徴的な関係があることに気がつく。
信託銀行のなかで，三和銀行と親密な東洋信託
銀行がトップシェアを保持し，他の４行は東洋
信託との協調融資に加わっていると見られるこ
とである。この関係は長期信用銀行３行の関係
についても妥当する。丸善の例に即して言えば，
興銀をメインとし日長銀と日本債券信用銀行が
協調融資するという関係である。要するに，銀
行・金融業態ごとに複数の銀行・金融機関が融
資を行うとき，業態ごとにメインの位置を占め
る銀行･金融機関と協調融資の位置にある銀行･
金融機関の位置が確定していると考えられると
いうことである｡このことは,短期融資のみなら
ず，長期融資にも共通して見られる関係である。
［大協石油］
次に大協石油の短期借入の構造について見て
みよう。都市銀行６行，信託銀行５行，長期信
用銀行２行が，業態内部でメインと協調融資の
役割を分担しながら，大協石油の短期借入を充
足するという構造は丸善石油とほぼ共通してい
る。
都市銀行では，東海銀行がトップシェアを保
持し，東京銀行が比較的高いシェアを保持して
いる。住友銀行の7.46％までは有意のシェアと
考えられるが，富士銀行・協和銀行・埼玉銀行
の融資は，協調融資としてもシェアが小さい。
信託銀行では，東海銀行も出資者として株主に
名を連ねる中央信託がトップシェアを保持し，
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4) 「経済主流取引」という言葉それ自体は富士銀
行の融資戦略を表現するものとして造語されたも
のである（『富士銀行70年史』)。
5) 拙稿「大再編下の日本企業集団」(『経済』NO.
67，2001年４月）参照。
6) 1967年，三和銀行の主取引先企業を結集した社
長会三水会が発足し，三井，三菱，住友，芙蓉に
つづく５つ目の企業集団が輪郭を明瞭にする。丸
善石油は石油精製部門における主取引先企業とし
て当初より三水会のメンバーに位置していた。
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表－１．丸善石油と大協石油の合併＊1 前後の銀行借入シェア＊2 の推移 (％)
丸善石油（86年３月) 大協石油（86年３月) コスモ石油（88年３月) コスモ石油（90年３月)
銀 行 シェア 銀 行 シェア 銀 行 シェア 銀 行 シェア
短
期
借
入
三和銀行 18.79 東海銀行 13.10 三和銀行 13.01 三和銀行 12.51
東京銀行 3.90 東京銀行 11.34 東京銀行 8.95 東京銀行 9.72
北拓銀行 2.97 住友銀行 7.46 東海銀行 7.56 東海銀行 8.38
住友銀行 2.78 富士銀行 0.62 住友銀行 4.97 住友銀行 5.78
太陽神戸 1.80 協和銀行 0.31 太陽神戸 1.83 太陽神戸 2.57
大和銀行 1.47 埼玉銀行 0.31 北拓銀行 1.36 北拓銀行 1.46
東洋信託 5.01 中央信託 5.45 東洋信託 3.82 三菱信託 4.50
三菱信託 1.54 三菱信託 4.82 三菱信託 3.59 東洋信託 3.51
住友信託 1.17 安田信託 3.35 中央信託 2.54 三井信託 2.92
安田信託 1.17 住友信託 2.21 三井信託 1.54 興 銀 21.58
三井信託 1.08 三井信託 1.26 住友信託 1.31 債券信用 5.04
興 銀 7.79 興 銀 27.49 安田信託 1.27 長 銀 4.54
長 銀 5.33 債券信用 6.14 興 銀 21.01
債券信用 2.03 債券信用 4.88
長 銀 4.84
長
期
借
入
三和銀行 4.01 東海銀行 8.04 三和銀行 8.20 三和銀行 14.87
東京銀行 1.38 東京銀行 7.19 東京銀行 2.81 東京銀行 5.20
北拓銀行 0.86 住友銀行 6.42 東海銀行 2.31 東海銀行 4.50
住友銀行 0.57 富士銀行 0.44 住友銀行 1.98 住友銀行 2.96
東洋信託 4.87 中央信託 5.53 北拓銀行 0.61 東洋信託 3.99
三菱信託 3.84 三菱信託 5.19 三菱信託 3.39 三菱信託 2.87
住友信託 3.00 安田信託 1.98 東洋信託 3.21 中央信託 2.09
三井信託 2.45 住友信託 1.12 住友信託 1.94 三井信託 1.44
安田信託 2.45 三井信託 0.66 安田信託 1.94 住友信託 1.39
中央信託 1.87 第一生命 2.48 三井信託 1.50 安田信託 1.36
日本生命 5.15 日本生命 0.85 興 銀 16.23 興 銀 22.77
第一生命 4.29 住友生命 0.82 長 銀 5.17 長 銀 5.89
明治生命 2.43 住友海上 5.21 債券信用 4.29 債券信用 4.18
朝日生命 1.93 興 銀 33.86 第一生命 2.95 第一生命 2.39
千代田生命 1.68 債券信用 6.75 日本生命 2.81 日本生命 2.36
長 銀 8.09
興 銀 7.74
債券信用 5.35
［出所]各社『有価証券報告書』
［注] ＊１．丸善石油と大協石油は84年４月両社出資の精製会社として旧コスモ石油を設立し,86年４月に丸善石油・大協石油
・旧コスモ石油の３社合併で商号をコスモ石油と改称。
＊２．借入先金融機関は，都市銀行，信託銀行，長期信用銀行，地方銀行，生命保険会社，損害保険会社の一部に限定
し，政府系金融機関その他は取り上げていない。
三菱信託・安田信託・住友信託・三井信託の４
行が一定のシェアを保持している。
大協石油の短期借入に特徴的なのは，長期信
用用銀行の融資シェアが突出し，なかでも興銀
のシェアが27.49％と突出していることである｡
興銀と債券信用銀行のシェア合計が都市銀行６
行の融資シェアを凌駕している。これは，大協
石油の長期借入の構造とも対応しており，大協
石油と興業銀行の歴史的な関係に規定されてい
る7)。大協石油の短期借入は東海銀行をメイン
とする都市銀行ではなく，興銀をメインとする
長期信用銀行が中核的に担っていると考えられ
る。
②長期借入における銀行取引関係
［丸善石油］
丸善石油の長期借入の構造は，短期借入の構
造とほぼ対応している。長期金融専門機関であ
る長期信用銀行・信託銀行・生命保険，それに
都市銀行が，各業態の内部にメインと協調融資
の役割を分担し，その総体として丸善石油の長
期借入を充足するという構造である。長期信用
銀行では，日長銀がトップシェアを保持し，興
銀と債券信用銀行が協調している。信託銀行で
は，東洋信託がトップシェアを保持し，三菱信
託他の５行が一定の比率を保持して協調融資に
加わっている。長銀３行，信託６行の序列は，
短期融資における序列と必ずしも一致してはい
ない。生命保険６社の融資を掲げてあるが，そ
こでも，三和銀行と親密な日本生命がトップシ
ェアを保持し，他の４社が協調融資に加わって
いる。
都市銀行も長期融資に加わっているが，メイ
ンバンクである三和銀行ほか３行の融資シェア
の序列は短期のそれと同じである。長期融資に
占める都市銀行の位置は低い。
［大協石油］
大協石油の長期借入の構造も，短期借入の構
造とほぼ対応している。長期信用銀行２行，信
託銀行５行，生命保険会社３社加えて都市銀行
４行が，業態内部のメインと協調融資の役割を
分担して大協石油の長期借入を充足するという
構造である。
短期借入同様,興銀が33.86％の突出したシェ
アを保持し，長銀２行だけで40％強の長期融資
を行っている。長期金融専門の金融機関である
長期信用銀行が大協石油の長期借入に中核的な
役割を演じていることが明瞭である。信託銀行
５行は短期融資と同じ序列をもってシェアを保
持し，都市銀行４行の序列も短期融資と同じ序
列を維持している。
生命保険会社では第一生命がトップシェアを
保持し，損害保険会社の住友海上も長期融資に
加わっている。
コスモ石油の銀行取引関係
①短期借入における銀行取引関係
丸善石油と大協石油の合併によって発足する
コスモ石油の銀行取引関係はどのような構造を
もっているであろうか。88年３月期の短期借入
を見ると，コスモ石油の短期借入における銀行
取引関係は，丸善石油の銀行取引関係と大協石
油の銀行取引関係を基礎に，一定の調整を加え
て再編されていることが窺える。
都市銀行６行，信託銀行６行，長期信用銀行
３行が，各業態内部にメインと協調融資の役割
を分担をして短期融資に加わり，その融資全体
をもってコスモ石油の短期借入を充足するとい
う構造は，丸善石油・大協石油の短期借入の構
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7) 日本興業銀行は，明治35年「殖産興業」のため
の長期資金供給を行う特殊金融機関として設立さ
れた。戦後民間金融機関に転換するが，間接金融
機構の中で長期金融専門金融機関としての役割を
発揮し続けた。
興銀の融資先として，四つのグループがある。
第一は,代表的な基幹産業･装置産業である電力･
鐵鋼である。第二は，電機・機械・化学・自動車
など重化学工業的産業基盤を構成する巨大企業に
対する融資である。第三は，戦前来の関係が強い，
旧「新興財閥」系企業である。旧日産コンツェル
ン・グループの企業群，日本曹達，日窒系の日本
チッソ，中島系の富士重工，藤田財閥系の同和鉱
業，森財閥系の日本冶金などである。第四は，戦
前戦後，行き詰まりの打開や資金需要膨張期の資
金供給をつうじて興銀が実質的に救済金融を行っ
て結びついた企業群である。大協石油，東洋曹達，
山陽国策パルプ，小野田セメントなどである。第
三と第四は，あえて言えば興銀グループ企業とい
うことになる (『企業系列総覧』1972年版, 45～47
ページ)。
造と同じである。こうした借入構造は，主要産
業分野の大手企業群の借入構造に共通する構造
であり，メインバンク・システムを反映する借
入構造にほかならない。
問題は，各業態内部のシェア調整とその反映
であるシェア序列がどのように変化しているか
ということである。都市銀行では，丸善石油の
トップシェアを保持していた三和銀行がコスモ
石油においてもトップシェアを保持している。
大協石油のトップシェアを保持していた東海銀
行は東京銀行に次ぐ第３位の位置に落ちている。
三和銀行が東海銀行の上位に位置するのは，丸
善石油に対する三和銀行の融資額が大協石油に
対する東海銀行の融資額を大きく上回っていた
ことを根拠としているであろう。東京銀行が東
海銀行の上位に位置するのは，東京銀行が丸善
石油，大協石油の両社に対して，メインに次ぐ
地位を占めていたことと関っていると考えられ
る。住友銀行が東海銀行についで４位のシェア
を保持しているが，これは同行が丸善石油と大
協石油の両社に融資関係を保持していたことと
関っていると考えられる。見方を変えると，コ
スモ石油に融資する都市銀行の序列は，基本的
に丸善石油に対して融資する都市銀行の序列を
基礎に，その上で東海銀行が北拓銀行に代わっ
て３位の位置を占めただけとも言える。
いずれにしろ，丸善石油と大協石油の合併が，
両社に融資していた都市銀行のシェアを大きく
修正する契機となったことは明瞭である。
信託銀行のシェアに関しても都市銀行と同様
の調整が行われているように見える。丸善石油
に融資する信託銀行の中でトップシェアを保持
していた東洋信託銀行がトップを保持し，大協
石油のトップシェアを保持していた中央信託が
ともに２位の位置を占めていた三菱信託銀行に
２位の地位を譲って３位に下がっている。都市
銀行の序列編成において，東海銀行が大協石油
のトップからコスモ石油の３位に交代したのと
同一の構図である。安田信託，三井信託，住友
信託とも，丸善石油，大協石油両社に対する短
期融資を保持しており，その延長上でコスモ石
油に対する短期融資を保持することになったも
のであろう。
コスモ石油に対する短期融資の調整で顕著な
のは,興銀の21.01％をトップシェアとする長期
信用銀行３行が30％強の短期融資シェアを保持
しているということである。都市銀行６行の融
資シェア40％弱には及ばないが，大協石油の短
期融資を中核的に担っていた長期信用銀行３行
の地位が，コスモ石油にも継承されていること
を示すものであろう。コスモ石油の短期借入の
構造を総体として見ると，丸善石油のメインで
ある三和銀行と大協石油のメインである興銀が
共にその地位を保持し，シェアだけで見る限り，
興銀がコスモ石油のメインの地位を確立したの
ではないかと考えられる。90年３月期には，興
銀のシェアが増加し，逆に三和銀行のシェアは
後退している。信託銀行内部における東洋信託
銀行のシェアの後退とも合わせて考えるなら，
三和銀行は丸善石油を興銀に委ね，石油精製に
関するかぎり自前のフルセット型産業連関を放
棄したということかもしれない。
②長期借入における銀行取引関係
長期借入の構造にも短期借入とほぼ同一の論
理が貫いている。長期金融専門機関である長期
信用銀行３行，信託銀行５行，都市銀行５行が，
各業態内部にメインと協調の役割分担をしなが
らコスモ石油の需要する長期資金を充足すると
いう構図である。
興銀を始めとする長期信用銀行３行のコスモ
石油に対する長期融資比率は25％強に達してい
る。興銀は大協石油の長期資金の３割強を１行
で融資し，丸善石油に対しても全体で２位の融
資比率を保持していたが，コスモ石油に対して
もこの関係を継承し，コスモ石油の長期資金供
給のトップシェアを保持している。コスモ石油
の長期資金供給に占めるシェアは90年３月期に
はさらに拡大し,22.77％に達する。長銀３行の
融資シェアは30％を大きく超過することになっ
た。
信託銀行では，丸善石油と大協石油の両社に
融資し，しかも両社に対して２位のシェアを保
持していた三菱信託がトップシェアを保持して
いる。ただ，90年３月期には，丸善石油のトッ
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プシェアを保持していた東洋信託がトップシェ
アを回復し，大協石油のトップシェアを保持し
丸善石油にも融資していた中央信託が３位のシ
ェアを回復している。合併前の両社に融資して
いた住友信託，安田信託，三井信託は，いずれ
もコスモ石油にも融資関係を継承している。
他方，都市銀行の長期資金供給シェアは長期
信用銀行の半分程度であるが，短期資金供給の
構造と同様，三和銀行のシェアが突出している。
短期借入の構図と同様，丸善石油の長期借入の
序列を継承しながら，北拓銀行の占めていた位
置を大協石油に融資する都市銀行のなかでトッ
プシェアを保持する東海銀行が取って代わって
いる。
以上，コスモ石油に対する長期資金供給にお
いても各業態ごとの一定のシェア調整が行われ，
なかでも，丸善石油のメインバンクであった三
和銀行と大協石油のメインバンクであった興銀
の関係を軸に融資シェア調整が行われたことが
窺える。それは90年３月期になると一層顕著に
なる。フルセット型産業連関の組織を放棄し，
丸善石油をコスモ石油として興銀に委ねた後，
コスモ石油に対する長期・短期融資においてメ
インバンクの一角を占めようとする三和銀行の
戦略が背景にあるものと考えられる。
２．山陽パルプと国策パルプの合併と
銀行取引関係
山陽パルプと国策パルプの銀行取引関係
①短期借入における銀行取引関係
［山陽パルプ］
1972年３月，山陽パルプと国策パルプは合併
し山陽国策パルプが発足する。以下，表－２に
よって，山陽国策パルプが発足する前後の銀行
取引関係を対照し，この合併によって銀行取引
関係がどのように再編されることになったかを
検討してみよう。
まず山陽パルプの短期借入における銀行取引
関係を見ておこう。富士銀行がトップシェアを
保持しているが，これは富士銀行が山陽パルプ
のメインバンクの位置を占めていることを反映
している。戦後経済復興から高度成長期にかけ
て, ｢経済主流取引｣の方針を掲げて成長産業の
優良企業との取引を開拓した富士銀行は，成長
産業の一つである紙・パルプ産業の主取引先と
して山陽パルプを位置づけ，メインバンクとし
ての位置を確立したのである。メインバンクで
ある富士銀行による系列融資を，三菱銀行，東
京銀行，第一銀行，三井銀行，埼玉銀行，東海
銀行の協調融資が補完している。
都市銀行６行の融資シェアを合計しても40％
弱であるから，都市銀行以外の金融機関―地方
銀行，農林中央金庫，その他―が短期融資の60
％強を融資していることになり，融資シェアで
みるかぎり，これらの金融機関の役割を無視し
得ないのはいうまでもない。ただ，その他の金
融機関の中で圧倒的な融資シェアを占めるのは
農林中央金庫の27.33％である｡金融機関として
の農林中央金庫の性格，戦後間接金融システム
に占めるその位置等に照らし，短期融資シェア
の大きさだけで農林中央金庫の位置を富士銀行
他の大手都市銀行と同列に論ずることはできな
い。メインバンクである富士銀行が山陽パルプ
に対する資金の固定を回避すべく，農林中央金
庫の協調融資を引き出した結果と見たほうが良
い。
［国策パルプ］
つづいて，国策パルプの短期借入の構造を検
討しよう｡ここでも,富士銀行が10.22％でトッ
プシェアを保持し，北拓銀行，三和銀行，住友
銀行が協調融資に加わっているが，都市銀行４
行の融資シェアは16％強にすぎない｡安田信託･
日本信託の融資をくわえても，30％のシェアに
満たない。国策パルプの短期借入における都市
銀行・信託銀行といった大手銀行・金融機関の
位置は，借入シェアでみるかぎり必ずしも決定
的なものではない。国策パルプの短期借入の構
造を借入シェアで見る限り,42.73％のシェアを
保持する農林中央金庫が圧倒的であり，都市銀
行・信託銀行・その他金融機関は農林中央金庫
を補完する短期融資を行っているにすぎないと
いう解釈も可能となる。ただ，戦後間接金融シ
ステムに占める大手都市銀行の中核的な位置に
照らし，国策パルプにおける富士銀行の短期融
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資シェアと農林中央金庫の融資シェアの関係に
ついては他の解釈がなされるべきである。
紙・パルプ分野ですでに山陽パルプという主
取引先企業を擁し，そのメインバンクとしての
位置を確立する富士銀行にとって，国策パルプ
は紙・パルプ分野の主取引先企業のひとつでは
あるが，高い融資シェアを保持して資金を固定
しなければならないほどの戦略的な位置を占め
る融資対象ではない。国策パルプのメインバン
クの位置を明示できるほどの融資シェアを維持
しつつ，国策パルプに対する融資資金の大量を
他の金融機関の協調融資に委ねるという融資戦
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表－２．山陽パルプと国策パルプの合併＊1前後の銀行借入シェア＊2の推移 （％)
国策パルプ（71年３月) 山陽パルプ（71年３月) 山陽国策パルプ(73年３月) 山陽国策パルプ(75年３月)
銀 行 シェア 銀 行 シェア 銀 行 シェア 銀 行 シェア
短
期
借
入
富士銀行 10.22 富士銀行 14.92 富士銀行 11.53 富士銀行 16.21
北拓銀行 4.07 三菱銀行 10.64 三菱銀行 3.98 三菱銀行 3.08
三和銀行 1.04 東京銀行 8.33 北拓銀行 2.11 北拓銀行 2.03
住友銀行 0.97 第一銀行 2.41 埼玉銀行 1.28 埼玉銀行 1.26
安田信託 5.54 三井銀行 1.42 三和銀行 0.85 三和銀行 0.65
日本信託 5.20 埼玉銀行 1.09 一勧銀行 0.60 三井銀行 0.42
阿波銀行 3.38 三和銀行 1.09 三井銀行 0.52 一勧銀行 0.16
四国銀行 2.77 東海銀行 0.27 東京銀行 13.12 東京銀行 11.50
北海道銀行 2.77 中央信託 3.29 興 銀 4.02 中央信託 1.95
足利銀行 1.56 山口銀行 8.48 中央信託 2.41 安田信託 1.82
静岡銀行 0.52 安田信託 2.09 三菱信託 0.97
三菱信託 1.20 住友信託 0.48
住友信託 0.80 日本信託 0.32
日本信託 0.40 山口銀行 2.97
山口銀行 3.68
長
期
借
入
興 銀 29.12 興 銀 28.99 興 銀 23.87 興 銀 21.79
富士銀行 7.84 富士銀行 4.27 富士銀行 9.34 富士銀行 8.94
北拓銀行 0.67 三菱銀行 0.96 北拓銀行 0.90 北拓銀行 0.57
安田信託 11.17 東京銀行 0.43 三菱銀行 0.79 三菱銀行 0.14
中央信託 2.17 安田信託 14.91 三和銀行 0.16 安田信託 10.21
三菱信託 1.28 三菱信託 8.14 安田信託 11.64 三菱信託 5.30
日本信託 0.88 住友信託 2.50 三菱信託 5.75 中央信託 3.28
第一生命 1.67 中央信託 1.83 中央信託 2.90 住友信託 1.70
日本生命 1.61 日本信託 0.24 住友信託 2.06 日本信託 0.52
大正生命 0.67 第一生命 10.24 日本信託 0.63 日本生命 5.90
日本生命 8.26 日本生命 5.63 第一生命 5.47
安田生命 1.20 第一生命 5.56 安田生命 3.25
三井生命 0.81 安田生命 2.20 住友生命 0.94
住友生命 0.38 三井生命 0.79 三井生命 0.88
住友生命 0.49
［出所］各社『有価証券報告書』
［注］ ＊１．山陽パルプと国策パルプは1972年３月に合併し，山陽国策パルプとして発足。
＊２．表－１に同じ。
略が展開されたと考えたほうが良い。要は，国
策パルプの短期借入においても，大手都市銀行
である富士銀行がトップシェアを保持し，都市
銀行３行と信託銀行２行が協調融資に加わって
いることが確認されればよい。
②長期借入における銀行取引関係
［山陽パルプ］
山陽パルプの長期借入の構造は短期借入の構
造とは異なっている。長期金融専門金融機関で
ある長期信用銀行・信託銀行・生命保険会社の
シェアが圧倒的に高く，都市銀行の融資シェア
はマイナーな位置しか占めていないということ
である。
興銀が28.99％で単独トップシェアを保持し，
信託では安田信託をメインに三菱信託・住友信
託・中央信託・日本信託の４行が協調融資に加
わっている。生命保険会社では第一生命がメイ
ンで日本生命・安田生命・三井生命・住友生命
が協調している。これら長期金融専門金融機関
で70％強の融資シェアを保持している。都市銀
行の長期融資は,富士銀行をメインに三菱銀行･
東京銀行のネグリジブルなシェアが確認される。
［国策パルプ］
国策パルプの長期借入についても，山陽パル
プの長期借入とほぼ同様の構造が確認される。
興銀が30％弱のシェアで長期融資全体のメイン
の位置にあり，信託銀行では安田信託をメイン
に信託銀行３行が協調し，生命保険３社が加わ
っている。都市銀行では，短期融資のメインで
ある富士銀行が7.84％のシェアを保持し，他に
北拓銀行１行が長期融資に加わっている。大手
金融機関の長期融資シェアは50％強であるが，
各業態の内部にメインと協調の役割分担をしな
がら，国策パルプの需要する長期資金の大量を
供給するという構造は，山陽パルプの長期借入
の構造と同一である。
山陽国策パルプの銀行取引関係
①短期借入における銀行取引関係
72年３月，山陽パルプと国策パルプは合併し，
山陽国策パルプが発足する。山陽国策パルプの
銀行取引関係は，山陽パルプ，国策パルプの銀
行取引関係を基礎に，その修正をつうじて確立
していく。
まず，短期借入の構造について検討しよう。
73年３月期，東京銀行がトップシェアを保持し
ているが，75年３月期には富士銀行がトップシ
ェアを回復している。合併前，山陽パルプ，国
策パルプの両社の短期借入において，大手都市
銀行のなかのメインを占めていた関係に照らし
て，山陽国策パルプにおいて富士銀行がメイン
の地位を占めるのは当然の成り行きである。東
京銀行は外貨融資をつうじて山陽パルプの短期
借入に大きなシェアを占めており，それが合併
後の山陽国策パルプの短期借入シェアにも継承
されたものである。東京銀行も都市銀行に分類
されるけれども，業務の性格上，フルセット型
産業連関の組織をめくって競争する大手都市銀
行に位置づけられるわけではない。
東京銀行の位置を除いて考えると，73年３月
期も，75年３月期も，富士銀行・三菱銀行・北
拓銀行・埼玉銀行・三和銀行の序列に変わりは
ない。75年３月期に，第一勧業銀行と三井銀行
の順位が逆転している。
都市銀行の融資シェアの序列は，山陽パルプ
と国策パルプの両社に融資する都市銀行の融資
額を合計した額を基礎に，山陽国策パルプの短
期借入総額に占めるシェアによって規定されて
いると考えられる。
中央信託をはじめ信託銀行５行が短期融資に
加わっている。山陽パルプ，国策パルプのいず
れかに短期融資していた信託銀行が，合併後も
短期融資を継承しているという関係であろう。
中央信託がメインにあるのは，山陽パルプの短
期借入の規模が国策パルプの短期借入の規模に
比して1.6倍弱に達するということによる｡山陽
国策パルプの短期借入に占める信託銀行のシェ
ア序列も，合併前の両社から継承した山陽国策
パルプの短期借入に占める信託銀行のシェアを
根拠としているということである。
②長期借入における銀行取引関係
長期借入について，どのようなシェア調整が
行われたであろうか。山陽パルプ，国策パルプ
の両社で圧倒的なシェアを保持してメインの位
置にあった興銀がトップシェアを保持して長期
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融資のメインの位置にある。金融業態ごとに，
メインと協調の役割が分担され，それら全体を
長期融資のメインである興銀がまとめあげると
いう構造である。
信託銀行では，安田信託がメインの位置を占
め，三菱信託・中央信託・住友信託・日本信託
が協調融資に加わっている。この順位は75年３
月期にも維持されている。安田信託以下の順位
が，合併前の山陽パルプと国策パルプに対して
行われていた融資を基礎に，合併後の山陽国策
パルプに継承された長期融資額を根拠としてい
ることは明瞭である。
日本生命をメインに第一生命・安田生命・三
井生命・住友生命が協調する生命保険会社の融
資順位も同一の原則によっている。ただ，山陽
パルプと国策パルプの両社でいずれもメインの
位置にあった第一生命が山陽国策パルプで日本
生命にメインを譲るのは，長期融資に固有の事
情によっていると考えられる。長期融資の性格
上，どれほど大きな借入であっても，返済期限
に返済すると融資関係は解消してしまうという
特殊性である。逆にいえば，長期金融に特有の
こうした性格があるから,大手企業と大手銀行･
金融機関の金融的結合を長期金融を根拠として
評価することはできないのである。
都市銀行に関しては，短期融資のメインであ
る富士銀行の融資が有意である以外,三菱銀行･
北拓銀行いずれも，ネグリジブルなシェアを保
持しているにすぎない。
３．王子製紙と日本パルプの合併と
銀行取引関係
日本パルプと王子製紙の銀行取引関係
①短期借入における銀行取引関係
［日本パルプ］
1979年３月，王子製紙は日本パルプを合併し
た。表－３は，合併前の78年３月期の日本パル
プ，王子製紙と，合併後80年３月期，82年３月
期の王子製紙の銀行借入構造を対照したもので
ある。
はじめに，日本パルプの短期借入構造から検
討しよう。都市銀行２行の融資比率が突出して
いるのがわかる｡協和銀行が22.87％でトップシ
ェアを保持し，メインバンクの地位を占めてい
ると考えられる｡ただ,21.30％の第一勧業銀行
のシェアも拮抗しており，事実上，協和銀行と
並ぶ並行メインの地位を占めているとも考えら
れる。この２行につづく都市銀行のシェアは三
井銀行3.90％，三菱銀行1.91％であり，大和銀
行・埼玉銀行のシェアはネグリジブルである。
信託銀行２行（三菱信託銀行と三井信託銀行）
と長銀も一定のシェアを保持して協調融資に加
わっているが，日本パルプの短期借入構造を全
体として規定する位置にはない。
［王子製紙］
王子製紙は三井グループの社長会に加盟する
企業であり，歴史的な経緯に照らしてもいわゆ
る三井系の企業であることは周知のとおりであ
る。ただ，三井系企業とされる王子製紙の銀行
借入構造を見ると，その中核的な位置を占める
と考えられる短期借入の構造に限定しても，三
井銀行との関係が突出して明瞭というわけでは
ない。
短期融資の中核に位置する都市銀行のうち，
三井銀行と第一勧業銀行がともに18.33％のシ
ェアを保持し，実質的に並行メインの位置にあ
ると考えられる。歴史的に三井銀行の影響力の
もとにあった王子製紙が戦後解体によって３社
に分割され，製紙業界における独占的地位を後
退させたとき，分割された３社に金融的に接近
しメインバンクの地位を確立しようとする他の
都市銀行の蚕食がつづけられた。紙・パルプ分
野に優良企業を囲い込もうとする第一銀行もそ
うした蚕食をつづけた都市銀行の一つである。
王子製紙の短期借り入れに占める第一勧業銀行
のシェアは，こうした都市銀行間の競争の結果
にほかならない8)。大手都市銀行の間で激しい
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8) 1949年８月，旧王子製紙は過度経済力集中排除
法によって解体され，苫小牧・本州・十条の３社
が第２会社として発足する。そのうちの一社であ
る十条製紙は第一銀行との金融的な結合を強め，
1996年，旧苫小牧（王子製紙）と本州製紙が合併
して王子製紙が復活してもその合併に加わること
はなかった。1993年４月，十条製紙は山陽国策パ
ルプと合併して日本製紙と改称する。
競争が行われており，資金量の大小を根拠とす
るメインバンクの地位の蚕食合戦が進展してい
ることを，王子製紙の短期借入構造は示してい
る。
三井銀行，第一勧業銀行の２行に続く都市銀
行は，9.44％の北海道拓殖銀行，5.35％の東海
銀行ほか３行である。表記する都市銀行７行で，
50数％強の融資シェアを保持しており，王子製
紙の短期借入に占める都市銀行の規定的な位置
は明瞭である。長期信用銀行３行，信託銀行３
行も協調融資に加わり，これら６行で20数％の
融資シェアを保持している。
王子製紙の借入構造を通して見る三井系の色
彩は，長期借入の構造も併せて検討しなければ
判定し得ないかもしれない。
②長期借入における銀行取引関係
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表－３．日本パルプと王子製紙の合併＊1前後の銀行借入シェア＊2の推移 （％)
日本パルプ（78年３月) 王子製紙（78年３月) 王子製紙（80年３月) 王子製紙（82年３月)
銀 行 シェア 銀 行 シェア 銀 行 シェア 銀 行 シェア
短
期
借
入
協和銀行 22.87 三井銀行 18.33 三井銀行 15.76 一勧銀行 15.35
一勧銀行 21.30 一勧銀行 18.33 一勧銀行 15.03 三井銀行 15.25
三井銀行 3.90 拓殖銀行 9.44 拓殖銀行 6.80 拓殖銀行 6.78
三菱銀行 1.91 東海銀行 5.35 東海銀行 4.03 協和銀行 4.17
大和銀行 0.68 東京銀行 2.43 協和銀行 3.91 東海銀行 3.97
埼玉銀行 0.61 三菱銀行 1.11 三菱銀行 0.98 東京銀行 2.01
三菱信託 2.39 富士銀行 0.47 三和銀行 0.33 長 銀 6.98
三井信託 1.57 長 銀 5.87 長 銀 6.36 興 銀 3.22
長 銀 3.76 興 銀 3.22 興 銀 3.29 債券信用 0.40
山陰合同 4.38 債券信用 0.26 債券信用 0.34 三井信託 7.46
三井信託 6.19 三井信託 6.16 住友信託 4.89
住友信託 4.87 住友信託 4.63 三菱信託 2.47
三菱信託 2.13 三菱信託 2.03
長
期
借
入
一勧銀行 4.78 三井銀行 4.20 一勧銀行 3.27 三井銀行 4.50
協和銀行 1.81 一勧銀行 4.06 三井銀行 2.94 一勧銀行 4.39
三井銀行 1.43 東海銀行 1.80 東海銀行 1.14 拓殖銀行 1.49
長 銀 20.83 拓殖銀行 1.74 拓殖銀行 1.09 東海銀行 1.25
三菱信託 15.16 東京銀行 1.18 長 銀 13.39 長 銀 13.91
三井信託 7.89 長 銀 12.75 興 銀 3.65 興 銀 4.15
三井生命 2.87 興 銀 5.22 債券信用 0.72 債券信用 0.80
日本団体 1.89 債券信用 1.09 三井信託 9.56 三井信託 9.67
明治生命 1.83 三井信託 11.18 住友信託 5.74 住友信託 5.92
日本生命 1.75 住友信託 8.56 三菱信託 5.06 三菱信託 4.94
第一生命 1.04 三菱信託 2.68 三井生命 1.61 三井生命 2.93
福岡銀行 0.31 三菱生命 2.16 第一生命 0.81 第一生命 1.40
第一生命 1.20
日本生命 0.66
明治生命 0.47
［出所］各社『有価証券報告書』
［注］ ＊１．1979年３月，王子製紙は日本パルプと合併
＊２．表－１に同じ。
［日本パルプ］
長期金融専門の日長銀が20.83％のトップシ
ェアを保持し，長期融資全体のメインの地位に
あると見られる。信託銀行では，三菱信託銀行
が15.16％でメインの位置を占め,三井信託銀行
が7.89％のシェアで協調している。三井生命を
はじめとする生命保険会社が５社協調している。
都市銀行も長期融資に加わっているが，短期融
資でトップシェアを保持する協和銀行は長期融
資では第一勧業銀行の下位にあり，第一勧業銀
行が4.78％のシェアを保持してメインの位置に
ある。
［王子製紙］
王子製紙の長期借入の構造を見ると，長期融
資に加わる金融機関は各業態ごとにメインと協
調の役割が分担されていることがよくわかる。
長期信用銀行３行は,長銀の12.75％をトップ
に，興銀と債券信用銀行が協調している。日長
銀は長期融資全体のメインの位置にあるものと
考えられる。同じく長期金融専門の信託銀行は，
三井信託銀行の11.18％をトップに，住友信託
8.56％,三菱信託2.68％が協調し,三井生命2.16
％を筆頭に第一生命，日本生命，明治生命が協
調融資に加わっている。
都市銀行では，短期融資で同率シェアを保持
して並行メインの位置にあると見られる三井銀
行と第一勧業銀行が拮抗するシェアを保持して
いる。三井銀行4.20％，第一勧業銀行4.06％で
あり，長期融資に関しても，両行の並行的な関
係は維持されていると見たほうが良い。
王子製紙の銀行取引関係―合併後―
①短期借入における銀行取引関係
日本パルプを吸収合併し，業界トップ企業と
しての地位を強化した王子製紙の銀行取引関係
はどのようなものであろうか。
まず短期借入の構造についてであるが，合併
前の王子製紙の短期借入構造が基本的に継承さ
れていることがわかる。80年３月期，三井銀行
15.76％，第一勧業銀行15.03％と，両行の間に
若干のシェア格差が生まれ，並行メインをめぐ
る両行の競争の結果三井銀行がメインの地位を
強化したとも見えるのだが，82年３月期には，
逆に第一勧業銀行の融資比率が15.35％となり,
三井銀行の15.25％を凌駕することになった｡三
井銀行と第一勧業銀行の並行メインの地位が依
然として継承されているということであろう。
北海道拓殖銀行，東海銀行までは，合併前の王
子製紙に対する融資順位の継承であり，つづく
協和銀行は吸収された日本パルプのメインを占
めていたことが根拠となっているであろう。長
期信用銀行３行のシェアと順位は合併前の王子
製紙に対するシェアと順位を継承したものであ
り，信託銀行３行のそれも同様である。
②長期借入における銀行取引関係
長期借入の構造についても，短期借入と同様
の傾向を確認することができる｡日長銀13.39％
をトップとする長銀３行の順位は合併前から継
承されたものであり，三井信託をメインとする
信託銀行３行の協調もそうである。融資シェア
を下げているが，三井生命・第一生命の融資も
そうである。
ここで興味深いのは，短期融資の並行メイン
と考えられる三井銀行と第一勧業銀行のシェア
の変動である。短期融資では，三井銀行が第一
勧業銀行を0.73％上回るシェアを保持している
が，長期借入では逆に三井銀行が第一勧業銀行
に比して0.35％下回り，二位の位置にあるとい
うことである。吸収された日本パルプに対する
長期融資において，第一勧業銀行がメインの位
置を占めていたことが，合併後の王子製紙の長
期借入構造に反映されたものと考えられる。短
期融資で三井にトップシェアを譲った第一勧業
銀行が，長期融資では都市銀行のなかのトップ
シェアを保持するという関係である。ところが，
三井銀行と第一勧業銀行の関係は，82年３月期
には再度逆転し，三井銀行が長期融資のトップ
シェアを回復している。短期融資において，第
一勧業銀行がトップシェアを占めたことと逆の
対応関係にあることは明らかであろう。
王子製紙の借入構造にみられる三井銀行と第
一勧業銀行のシェア争いは，メインバンク関係
の理解について，いくつかの示唆を与えている。
第一に，メインバンク関係は決して固定不変の
関係ではないということである。第二に，メイ
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ンバンクは一行に固定しているわけではなく，
複数の大手銀行が並行メインの位置を占めるこ
とも決して例外ではないと言うことである。第
三に，合併はメインバンク関係再編の重要な契
機となるということである。第四に，業界トッ
プ企業といえども，銀行取引関係は一方的に決
定しうるものではなく，銀行の側の力関係も銀
行取引関係再編の根拠となるということである。
これらの諸点は，多かれ少なかれ，大手企業と
大手銀行のメインバンク関係に共通すると考え
て大過ない。
４．鉄興社と東洋曹達の合併と
銀行取引関係
ここでとりあげる鉄興社と東洋曹達はいずれ
も興銀グループというべき化学会社であり，両
社の合併は，興銀主導によって進められたもの
である。
興銀は戦前戦後，行き詰まりの打開や資金需
要膨張期の資金供給といった実質的な救済融資
をつうじて特定企業との結びつきを拡大してい
ったが，なかでも，化学会社に対する融資規模
の大きさは戦後の興銀融資を特徴付けるものと
される。ただ，鉄興社と東洋曹達を含む興銀系
化学会社（協和発酵，保土ヶ谷化学，日産化学，
チッソ，日本曹達，日立化成）は雑居集団であ
り，コンビナートとして統一されているわけで
はない。結果として，興銀系化学企業は，石油
化学への転換過程で，過程を主導できずに，他
の立ち遅れ企業群との提携によって石油化学に
進出するという形態を余儀なくされた。興銀に
とって系列化学会社の再編が急務となり，四日
市の新大協石油化学コンビナートに参加し，塩
ビモノマーの供給関係をつうじて提携している
東洋曹達と鉄興社の合併を主導することになっ
たものである9)｡ 1975年４月,東洋曹達は鉄興社
を合併した。
鉄興社と東洋曹達の銀行取引関係
①短期借入における銀行取引関係
［鉄興社］
表－４で，鉄興社の短期借入構造を見ると，
19.08％のシェアを保持する富士銀行をはじめ,
4.55％の三菱銀行, 3.57％の協和銀行, 1.67％
の大和銀行とつづいて，東海銀行が0.47％のネ
グリジブルなシェアで協調融資に加わっている。
都市銀行は全体で30％弱の融資シェアを保持し
ている｡長期信用銀行の興銀が14.31％のシェア
を保持しているが，鉄興社の短期借入に顕著な
のは,農林中央金庫が24.69％と単独では最大の
シェアを占めていることである。鉄興社の業務
の関係で，農業関連の金融機関である農林中央
金庫が高い融資シェアを保持していると考えら
れる。
［東洋曹達］
東洋曹達の短期借入はどのような構造を持っ
ているであろうか。都市銀行では，東海銀行の
7.25％をトップシェアに，10行がシェアを分け
て協調融資している。都市銀行全体で25％弱の
融資比率である。突出した融資シェアを保持す
る都市銀行がなく，しかも比較的小さいシェア
で都市銀行が協調するという構造である。
他方,長期信用銀行である興銀が12.01％のシ
ェアを保持し，大手銀行の中では突出したシェ
アを占めている。住友信託銀行はじめ３つの信
託銀行が合計10％弱のシェアを保持して協調し
ている。
②長期借入における銀行取引関係
［鉄興社］
鉄興社の長期借入の構造を特徴づけるのは，
興銀が31.72％で突出したシェアを保持し,信託
銀行，生命保険会社といった他の金融諸機関は
もとより，短期融資でトップシェアを保持し長
期金融においても都市銀行の中でトップシェア
を保持する富士銀行の地位を圧倒しているよう
に見えることである。
［東洋曹達］
東洋曹達の長期借入の構造も鉄興社のそれと
共通している｡興銀が35.95％と３分の１以上の
融資シェアを保持してメインの位置にある。住
友信託銀行の12.91％を始め信託銀行５行が協
調し，全体で26％強のシェアを保持している。
第一生命ほか生命保険会社５社も15％強の融資
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9) 前掲,『企業系列総覧』1972年版。
シェアを保持している。
東洋曹達の長期借入構造に特徴的なのは，都
市銀行が登場してこないことである。長期金融
機関ではない都市銀行が長期金融に加わらない
のはむしろ正常というべきなのだが，戦後日本
の企業金融構造に一般的なあり方に照らして，
やはり特異な構造といえるであろう。このこと
は，短期借入の構造において，都市銀行の中に
突出したシェアを保持する都市銀行が存在して
いないことと関っているかもしれない。つまり，
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表－４．鉄興社と東洋曹達の合併＊1前後の銀行借入シェア＊2の推移 （％）
鉄興社（74年３月) 東洋曹達（74年３月) 東洋曹達（76年３月) 東洋曹達（78年３月)
銀 行 シェア 銀 行 シェア 銀 行 シェア 銀 行 シェア
短
期
借
入
富士銀行 19.08 東海銀行 7.25 富士銀行 5.69 富士銀行 4.25
三菱銀行 4.55 東京銀行 4.81 東海銀行 4.63 東海銀行 4.08
協和銀行 3.57 富士銀行 3.78 住友信託 5.06 住友信託 5.11
大和銀行 1.67 一勧銀行 2.37 興 銀 10.29 興 銀 12.48
東海銀行 太陽神戸 2.12 山口銀行 9.92 山口銀行 7.60
静岡銀行 5.36 三菱銀行 1.40 広島銀行 4.05 広島銀行 4.10
興 銀 14.31 三和銀行 0.93 農林中金 16.99 農林中金 14.15
農林中金 24.69 三井銀行 0.81
大和銀行 0.61
住友銀行 0.43
興 銀 12.01
不動産銀行 1.25
住友信託 5.69
三菱信託 2.32
東洋信託 1.87
山口銀行 12.10
長
期
借
入
富士銀行 8.47 住友信託 12.91 富士銀行 1.56 富士銀行 1.75
三菱銀行 0.23 東洋信託 4.18 三菱銀行 0.11 三菱銀行 0.12
三菱信託 4.20 三菱信託 3.33 住友信託 8.97 住友信託 9.42
安田信託 2.77 中央信託 3.12 三菱信託 2.95 東洋信託 3.04
日本信託 2.57 三井信託 2.47 東洋信託 2.91 三菱信託 3.03
興 銀 31.72 興 銀 35.95 中央信託 2.46 中央信託 2.54
宮崎銀行 3.70 不動産銀行 2.80 三井信託 1.74 三井信託 2.00
朝日生命 4.82 山口銀行 3.58 興 銀 30.11 興 銀 25.68
太陽生命 3.93 第一生命 4.31 不動産銀行 1.75 債券信用 2.05
千代田火災 3.00 日本生命 4.03 第一生命 2.69 日本生命 2.59
安田生命 2.75 日本生命 2.64 第一生命 2.55
三井生命 2.39 朝日生命 2.20 朝日生命 2.04
住友生命 2.30 安田生命 1.96 安田生命 1.80
三井生命 1.80 三井生命 1.79
住友生命 1.50 住友生命 1.66
［出所］各社『有価証券報告書』
［注］ ＊１．鉄興社と東洋曹達は1975年４月に合併。
＊２．表－１に同じ。
東洋曹達の借入構造は，長期借入はもとより，
短期借入も実質的には興銀によって規定されて
いるということである。短期借入における都市
銀行の位置は，むしろメインである興銀に対す
る協調融資の位置と考えたほうがよいのかもし
れない。
東洋曹達の銀行取引関係―合併後―
①短期借入における銀行取引関係
鉄興社を合併した後の東洋曹達の短期借入の
構造は，いくつかの点で合併前の鉄興社と東洋
曹達の借入構造を継承し，合成したものとなっ
ている。都市銀行では富士銀行がトップシェア
を保持し，東海銀行がつづいているが，これは
鉄興社に融資する都市銀行のなかでトップシェ
アを占めていた富士銀行と東洋曹達に融資する
都市銀行の中でトップシェアを占めていた東海
銀行がそのシェアを継承したものである。
興銀のシェアが10.29％で突出しているが,鉄
興社と東洋曹達の両社の短期借入において保持
していた興銀の融資シェアが根拠となっている
であろう｡そして農林中央金庫が16.99％のシェ
アを保持してトップシェアの位置を保持してい
るが，合併後の東洋曹達の短期借入のもっとも
顕著な特徴はこの点にあると言ってよい。興銀
がメインであろうが，富士銀行がメインであろ
うが，東洋曹達のメインの位置を占める大手銀
行は，東洋曹達による鉄興社の吸収合併を契機
に，農林中央金庫を東洋曹達に対する資金供給
機関として抱え込むことになったのであり，東
洋曹達に対する資金の固定化を回避する機会と
なったということである。合併前の東洋曹達に
短期融資していた都市銀行にとって，東洋曹達
との短期融資の関係を継続しつつ，しかもメイ
ンの位置に遠い現状に照らして資金の固定化を
回避するためにも，農林中央金庫が東洋曹達に
対する融資関係を開拓することは，まさに渡り
に船であった。76年３月期の短記借入の構造は，
78年３月期にも継承されている。
②長期借入における銀行取引関係
合併後の東洋曹達の長期借入の構造は，都市
銀行が長期融資に加わらないという合併前の東
洋曹達の借入構造を継承し，他方で，鉄興社に
対する協調融資に加わっていた富士銀行と三菱
銀行の都市銀行２行を加えるという構造になっ
ている｡興銀が30.11％の突出したシェアを保持
してメインの位置を占め，住友託銀行をメイン
とする信託銀行５行が合計20％弱の協調融資を
行っている。第一生命以下生命保険会社数社が
シェアを分け合って協調融資に加わっている。
この構造は，78年３月期にも基本的に継承され
ている。
５．川崎重工による汽車製造の
吸収合併と銀行取引関係
汽車製造と川崎重工の銀行取引関係
1972年４月，川崎重工は汽車製造を合併した。
両社とも第一銀行をメインバンクとする企業で
あり，同一金融系列内の合併である。
①短期借入における銀行取引関係
［汽車製造］
表－５に見るように，汽車製造の短期借入の
構造は明瞭である。単独で50％弱のシェアを保
持する第一勧業銀行をメインに，協和銀行が
13.35％で協調し,以下大和銀行,埼玉銀行,三
菱銀行，東京銀行が協調融資に加わるという構
造である。
［川崎重工］
川崎重工の短期借入の構造もほぼ共通の構造
である｡第一勧業銀行が31.71％のトップシェア
を保持してメインの地位にあり，神戸銀行，協
和銀行が比較的高いシェアを保持して協調融資
に加わっている。以下，大和銀行，東海銀行，
東京銀行，住友銀行，三和銀行が一定のシェア
を保持して協調している。興銀も3.38％のシェ
アを保持している。
川崎重工は，産業財閥川崎財閥の中核企業の
一つであり，戦前来第一銀行との金融的な結合
を保持してきた。財閥解体を経て，大手企業と
大手都市銀行が企業集団として新たな金融的結
合を再編する過程で，川崎重工は川崎グループ
の中核企業として第一銀行との金融的結合を再
編・確立し，第一銀行グループを作り上げるこ
とになった。第一銀行グループが，富士銀行グ
ループ，三和銀行グループとともに，先行する
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三井グループ，三菱グループ，住友グループの
結成に立ち遅れたことは事実だが，それでも，
本質的には同一の論理に即して企業集団として
の結合をつくりあげていった。第一銀行を共通
のメインバンクとするグループの編成である。
川崎重工は，第一銀行が組織するフルセット型
産業連関を体現する大手企業のなかにあって，
重工業部門の中核的担い手としての位置を占め
ることになった。川崎重工の短期借入構造に占
める第一銀行のメインとしての位置は，こうし
た歴史的な関係によって規定されている。
②長期借入における銀行取引関係
［汽車製造］
汽車製造の長期借入の構造は，長期金融機関
である信託銀行，生命保険，長期信用銀行が圧
倒的なシェアを保持し，短期融資のメインを占
める第一銀行を先頭に数行の都市銀行が協調す
るという構造を示している。
企業合併と融資シェア調整(２) 15
表－５．汽車製造と川崎重工の合併＊1前後の銀行借入シェア＊2の推移 （％）
汽車製造（71年３月) 川崎重工（71年３月) 川崎重工（73年３月) 川崎重工（75年３月)
銀 行 シェア 銀 行 シェア 銀 行 シェア 銀 行 シェア
短
期
借
入
第一銀行 49.23 第一銀行 31.71 一勧銀行 34.14 一勧銀行 31.47
協和銀行 13.35 神戸銀行 15.33 神戸銀行 14.37 太陽神戸 14.56
大和銀行 7.39 協和銀行 11.81 協和銀行 12.88 協和銀行 12.91
埼玉銀行 7.13 大和銀行 7.60 大和銀行 8.80 大和銀行 9.12
三菱銀行 3.72 東海銀行 6.59 東京銀行 3.92 住友銀行 4.48
東京銀行 2.03 東京銀行 4.76 住友銀行 3.79 東京銀行 3.79
常陽銀行 4.74 住友銀行 4.23 興 銀 2.65 三和銀行 1.80
静岡銀行 3.36 三和銀行 1.91 長 銀 1.74
興 銀 3.38
長
期
借
入
第一銀行 2.83 第一銀行 4.59 一勧銀行 3.79 一勧銀行 3.75
協和銀行 1.26 神戸銀行 2.50 神戸銀行 2.09 太陽神戸 1.93
大和銀行 2.23 協和銀行 1.62 協和銀行 1.49 協和銀行 1.43
三菱銀行 0.84 大和銀行 1.22 大和銀行 0.97 大和銀行 1.05
埼玉銀行 0.60 住友銀行 0.89 住友銀行 0.74 住友銀行 0.72
興 銀 3.33 興 銀 7.49 東京銀行 0.39 住友信託 4.23
三井信託 29.88 長 銀 5.31 三和銀行 0.29 三井信託 3.34
安田信託 18.45 不動産銀行 0.32 富士銀行 0.19 安田信託 2.34
中央信託 1.68 住友信託 4.46 住友信託 4.52 中央信託 2.25
日本信託 1.26 三井信託 2.79 三井信託 3.86 三菱信託 1.60
三菱信託 1.05 安田信託 2.30 安田信託 2.60 東洋信託 1.46
明治生命 5.91 中央信託 2.19 中央信託 2.41 興 銀 8.34
第一生命 5.47 三菱信託 1.41 三菱信託 1.70 長 銀 5.80
日本生命 3.96 日本生命 3.16 興 銀 8.66 不動産銀行 1.16
朝日生命 3.50 朝日生命 1.57 長 銀 6.53 日本生命 3.39
住友生命 2.78 東邦生命 0.79 不動産銀行 1.09 朝日生命 0.98
三井生命 2.63 住友生命 0.79 日本生命 3.81 住友生命 0.98
明治生命 0.60 朝日生命 1.02
［出所］各社『有価証券報告書』
［注］ ＊１．1972年４月，川崎重工は汽車製造を合併。
＊２．表－１に同じ。
信託銀行では,29.88％のシェアを保持する三
井信託をメインとし,安田信託18.45％,中央信
託，日本信託，三菱信託が協調し，生命保険会
社では，明治生命，第一生命，日本生命，朝日
生命，住友生命，三井生命がシェアを分散して
いる。第一銀行を始めとする都市銀行のシェア
は長期融資全体を左右するものではない。
［川崎重工］
川崎重工の長期借入構造に特徴的なのは，突
出したシェアを保持する銀行・金融機関がなく，
各業態にまたがる銀行・金融機関が比較的小規
模なシェアを分散して協調融資に加わっている
ということである。
最大のシェアは興銀の7.49％であり，長期信
用銀行３行で13％強のシェアを保持している。
信託銀行では，4.46％のシェアを保持する住友
信託銀行がメインで，三井信託，安田信託，中
央信託，三菱信託がシェアを分散して協調して
いる。生命保険会社では，日本生命の3.16％を
筆頭に，朝日生命，東邦生命，住友生命，明治
生命が協調している。都市銀行は，短期融資に
加わる銀行が同じ序列でシェアを分散している。
第一銀行の4.59％を筆頭に，神戸銀行，協和銀
行，大和銀行，住友銀行が協調している。
川崎重工の銀行取引関係―合併後―
①短期借入における銀行取引関係
合併後の川崎重工の短期借入の構造は合併前
の構造を継承したものである。メインバンクで
ある第一銀行が71年に勧業銀行と合併して第一
勧業銀行として資金力を強化していることもあ
り，第一勧業銀行のメインバンクの地位はさら
に強化されているように見える。第一勧業銀行
の34.14％を筆頭に，以下神戸銀行14.37％，協
和銀行12.88％,大和銀行8.80％と比較的大きな
シェアで協調している。東京銀行のシェアが住
友銀行のシェアを上回っているのは，東京銀行
が鉄興社，川崎重工の両社に融資し，合併直後
の融資残高が川崎重工にだけ融資する住友銀行
の残高を上回っていたことによると考えられる。
75年３月期になると，第一勧業銀行のシェア
が後退し，他の都市銀行のシェアが増加してい
る。川崎重工の需要資金の規模が大きなことも
あり，川崎重工に資金を固定することを回避し，
協調する他の都市銀行に融資を分散しようとす
るメインバンク第一勧業銀行の判断が背景にあ
るであろう。
②長期借入における銀行取引関係
長期借入の構造も合併直前の構造を継承して
いる。各業態の長期金融機関が，内部にメイン
と協調の役割に応じてシェアを分散し，加えて
短期融資を行う都市銀行もメインと協調の役割
分担によって一定のシェアを保持している。
興銀をメインとする長期信用銀行３行のシェ
アは全体として増加している。住友信託銀行を
メインとする信託銀行のシェアも増加している。
長銀・信託銀行のシェアが増加する一方，都市
銀行はシェアを減らしている。とくに，第一勧
業銀行が75年３月期にかけて，シェアを減らし
ている。短期融資にみられるのと同一の判断を
根拠としているかもしれない。
６．三菱鉱業と三菱セメントの合併と
銀行取引関係
73年４月，三菱鉱業と三菱セメントが合併し，
三菱鉱業セメントが発足する｡両社とも三菱(銀
行）グループの社長会メンバー企業であるが，
そもそも三菱セメントは54年に三菱鉱業の分社
化によって設立され，三菱グループのセメント
分野の企業として育成された経緯に照らし，三
菱鉱業と三菱セメントの合併は，親会社による
子会社の吸収合併という性格をもっている10)。
次節で取り上げる日本軽金属による日軽アル
ミの吸収合併と同一の事態である。
三菱鉱業と三菱セメントの銀行取引関係
①短期借入における銀行取引関係
［三菱鉱業］
まず三菱鉱業の短期借入についてであるが，
表－６に示されるように,三菱銀行が45.52％と
いう圧倒的なシェアを保持して不動のメインバ
ンクの位置にある。都市銀行では，第一勧業銀
行，協和銀行，北海道拓殖銀行，東京銀行が協
調融資に加わっている。日本信託銀行，三菱信
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10) 三菱マテリアルの『有価証券報告書』(98年３月)。
託銀行という，いずれも三菱系の信託銀行２行
が合計10％強のシェアを保持して協調融資に加
わっている。地方銀行も数行表記したが，これ
については触れない。
［三菱セメント］
次に三菱セメントの短期借入についてである。
ここでも三菱鉱業とほぼ同様の借入構造がある。
三菱グループの共通のメインバンクである三菱
銀行が26.12％のシェアを保持し,東京銀行,協
和銀行，埼玉銀行，太陽神戸銀行がネグリジブ
ルな協調融資を行っている。都市銀行以外では，
やはり三菱信託銀行と日本信託銀行が合
計15％強のシェアで協調融資を行っている。
②長期借入における銀行取引関係
［三菱鉱業］
三菱鉱業の長期借入の構造を見ると，三菱グ
ループの信託銀行である三菱信託銀行と日本信
託銀行の２行で３分の１強を融資し，三菱信託
銀行のメインの地位が明瞭である。短期融資の
メインである三菱銀行も10.18％のシェアを保
持し，長期融資にも一定の位置を占めているこ
とをうかがわせる。三菱グループの長期金融機
関である明治生命，東京海上火災も一定のシェ
アを保持しており，総じてグループの金融機関
が総体として長期資金の供給を担っているとい
う構造が顕著である。グループ外の金融機関で
は，日長銀と興銀が一定のシェアを保持してい
るが，三菱鉱業に関するかぎり，協調融資のレ
ベルにとどまっている。明治生命以外の生命保
険会社や，三菱銀行以外の都市銀行も，シェア
はネグリジブルであり，協調に加わっているだ
けの関係であろう。
［三菱セメント］
三菱セメントの長期借入の構造も三菱鉱業の
それとほぼ同じである。三菱信託銀行が24.23
％のシェアを保持してメインの位置にあり，同
じく同系グループ金融機関である明治生命が
14.28％,東京海上1.35％,そして三菱銀行8.92
％と，同系金融機関だけで50％弱のシェアを保
持している。グループ金融機関が三菱セメント
の需要する長期資金の半分近くを供給するとい
う構造である。こうした構造は，企業集団を構
成する大手企業，なかでも比較的小規模な借入
のグループ系企業に対する資金供給構造として
共通にみられる構造である。
三菱セメントの長期借入の構造が三菱鉱業の
それと大きく異なるのは，長銀３行が高いシェ
アを保持しているという点である。日長銀の
21.58％をトップに３行で40％弱の融資シェア
を保持している。この関係が，合併後の三菱鉱
業セメントの長期借入の構造に継承されること
になる。
三菱鉱業セメントの銀行取引関係
①短期借入における銀行取引関係
三菱鉱業セメントの短期借入の構造は，三菱
鉱業と三菱セメントの短期借入の構造の合成と
いう側面と修正という側面がある。
合併前の２社の共通のメインバンクである三
菱銀行が合併後のメインバンクの位置を継承す
るのは自然の成り行きである。三菱銀行に協調
する都市銀行の顔ぶれを見ると，北海道拓殖銀
行，東京銀行，太陽神戸銀行，埼玉銀行，協和
銀行の５行は合併前の２社に対して協調融資し
ていた銀行であることがわかる。これら５行が
三菱銀行に協調して三菱鉱業セメントに融資す
るのは，合併前の２社に対する融資関係を継承
したものである。
他方，三菱鉱業セメントの74年３月期の短期
借入を見ると，東海銀行が新たに協調融資銀行
として加わり，逆に三菱鉱業に対する協調融資
銀行であった第一勧業銀行が協調融資から外れ
ているのがわかる。76年３月期には，太陽神戸，
埼玉，協和銀行も短期融資の協調銀行から外れ
ている。
74年３月期の短期借入の構造の中に，長期信
用銀行２行（長銀・興銀）が加わっているが，
これは一年以内の返済予定の長期資金が短期融
資に振り替えられた額かもしれない。76年３月
期には長銀２行のシェアが解消している。合併
前の両社の短期融資に一定のシェアを保持して
いた信託銀行２行（三菱信託銀行・日本信託銀
行）も短期融資を継承している。
②長期借入における銀行取引関係
三菱鉱業セメントの長期借入の構造には，三
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菱鉱業と三菱セメントの長期借入の構造を継承
する側面と，新たな特徴を加えた側面とがある。
長期金融専門金融機関が，業態内部のメイン
と協調の役割を明確にして長期資金供給を行う
という関係がより浮き彫りになっている。信託
銀行では，三菱信託銀行がメインとしての位置
を明瞭にし，日本信託が協調している。長期信
用銀行では長銀のメインとしての位置が明瞭に
なり，興銀と不動産銀行が協調融資に加わると
いう関係である。長銀３行内部の序列は，合併
して借入規模が膨張した三菱鉱業セメントの長
期借入に占める３行の融資額の絶対的な規模を
根拠としているであろう。都市銀行では短期融
資のメインである三菱銀行が16.75％とシェア
を高めてメインの位置を保持し，東京銀行，東
海銀行，埼玉銀行，第一勧業銀行，大和銀行が
ネグリジブルなシェアで協調に加わっている。
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表－６．三菱鉱業と三菱セメントの合併＊1前後の銀行借入シェア＊2の推移 （％）
三菱鉱業（72年３月) 三菱セメント（72年３月） 三菱鉱業セメント（74年３月） 三菱鉱業セメント（76年３月)
銀 行 シェア 銀 行 シェア 銀 行 シェア 銀 行 シェア
短
期
借
入
三菱銀行 45.52 三菱銀行 26.12 三菱銀行 37.50 三菱銀行 28.14
一勧銀行 5.80 協和銀行 0.91 北拓銀行 2.45 北拓銀行 2.47
協和銀行 3.24 埼玉銀行 0.91 東海銀行 1.59 東海銀行 1.60
北拓銀行 2.58 太陽銀行 0.55 東京銀行 0.90 東京銀行 0.91
東京銀行 0.68 東京銀行 1.83 太陽神戸 0.36 日本信託 9.61
日本信託 7.30 三菱信託 14.66 埼玉銀行 0.22 三菱信託 3.66
三菱信託 2.74 日本信託 0.91 協和銀行 0.22 八十二銀行 7.18
八十二銀行 5.25 足利銀行 10.63 三菱信託 5.91 足利銀行 5.49
南都銀行 3.04 横浜銀行 9.16 日本信託 5.91 常陽銀行 4.80
足利銀行 1.52 常陽銀行 8.24 長 銀 2.27
北海道銀行 1.52 興 銀 0.90
八十二銀行 5.91
長
期
借
入
三菱銀行 10.18 三菱銀行 8.92 三菱銀行 16.75 三菱銀行 20.25
東京銀行 1.60 協和銀行 0.34 東京銀行 1.02 東京銀行 0.96
埼玉銀行 1.60 東海銀行 0.06 東海銀行 0.64 北拓銀行 0.46
大和銀行 0.16 足利銀行 0.32 埼玉銀行 0.47 協和銀行 0.26
東海銀行 0.16 長 銀 21.58 一勧銀行 0.40 東海銀行 0.25
常陽銀行 2.67 不動産銀行 10.60 大和銀行 0.32 埼玉銀行 0.16
足利銀行 1.87 興 銀 7.15 三菱信託 23.81 一勧銀行 0.15
三菱信託 23.45 三菱信託 24.23 日本信託 4.62 三菱信託 24.22
日本信託 11.75 日本信託 0.36 長 銀 13.68 日本信託 4.19
長 銀 2.68 明治生命 14.28 興 銀 5.97 東洋信託 0.66
興 銀 2.49 太陽生命 6.60 不動産銀行 5.25 長 銀 14.09
明治生命 2.29 東京海上 1.35 第一生命 0.11 興 銀 6.34
東京海上 1.44 東亜火災 1.22 住友生命 0.08 不動産銀行 4.67
日本生命 0.26 日本生命 0.04 明治生命 9.38
第一生命 0.26 太陽生命 3.79
［出所］各社『有価証券報告書』
［注］ ＊１．三菱鉱業と三菱セメントは73年４月に合併して三菱鉱業セメントとして発足。
＊２．表－１に同じ。
７．日本軽金属による日軽アルミの
吸収合併と銀行取引関係
日軽アルミと日本軽金属の銀行取引関係
74年10月，日本軽金属は日軽アルミを吸収合
併した。日軽アルミは，日本軽金属の子会社で
あり，74年９月，筆頭株主である日軽金の持株
比率は33.99％であった｡日本のアルミ精錬事業
は，73年の原油価格の急騰を契機とする世界不
況のもと，国際的な競争力を確立し得ないまま，
過剰設備の廃棄という課題に直面する。日本軽
金属による日軽アルミの吸収合併は，70年代後
半に進展する日本のアルミ事業再編の出発点と
なったものである。
①短期借入における銀行取引関係
［日軽アルミ］
日本軽金属は古河財閥とアルキャン（カナダ）
の合弁会社であり，しかも旧古河財閥傘下の事
業会社が第一銀行をメインバンクとするという
経緯もあり，日軽アルミも設立以来第一銀行を
メインバンクとしてきた。表－７によって日軽
アルミの短期借入構造を見ると，第一勧業銀行
が20.71％のシェアを占めてメインバンクの位
置にある。協和銀行15.71％，三和銀行11.42％
とかなりの程度のシェアを保持して協調融資に
加わっている。北海道拓殖銀行，東海銀行，太
陽神戸銀行を含む，都市銀行６行で70％強のシ
ェアを保持しており，日軽アルミの短期借入に
おける都市銀行の規定的な位置は明瞭である。
［日本軽金属］
日本軽金属の短期借入構造はどうであろうか。
ここでも第一勧業銀行がトップシェアを保持し
ているが，そのシェアは7.79％と低く，しかも
第一銀行以外の都市銀行は見当たらない。三井
信託を含む信託銀行３行が短期借入に一定のシ
ェアを占め，損害保険会社の住友海上まで短期
借入に位置を占めている。日本軽金属の短期借
入が比較的小規模であり，メインバンクである
第一銀行の位置が鮮明になれば事足りるという
ことかもしれない。その上，日本軽金属の短期
借入の大部分は，一年以内に返済予定の長期借
入の振り替え分であり，このことも日本軽金属
の短期借入構造の輪郭の不明瞭さを規定してい
るかもしれない。
②長期借入における銀行取引関係
［日軽アルミ］
長期借入の構造はどうであろうか。日軽アル
ミの長期借入構造を特徴づけるのは，短期融資
のメインである第一銀行が長期融資においても
21.05％という突出したシェアを保持している
ことである。第一銀行をメインとする都市銀行
７行が協調融資し，シェア総計50％弱を占めて
いる。都市銀行がこうしたシェアを保持する対
極で，信託銀行，長期信用銀行，生命保険等の
長期金融機関のシェアが分散している。信託銀
行では，三井信託の5.38％を筆頭に５行が協調
している。生命保険では，第一銀行グループの
朝日生命3.96％と第一生命の2.04％が目に付く
程度である。
日軽アルミの借入構造に特徴的なのは,短期･
長期とも，第一銀行の突出したシェアが目に付
くという点である。
［日本軽金属］
日本軽金属についてはどうであろうか。ここ
でも，第一勧業銀行の13.86％をトップシェア
に，都市銀行８行が協調融資しており，都市銀
行だけで長期資金の36％強を供給していること
がわかる。第一勧業銀行とともに，長期信用銀
行である興銀の13.15％が目に付く｡信託銀行で
は，ここでも三井信託がトップシェアを保持し，
他に４行の信託銀行にシェアが分散している。
生保では，朝日生命がトップシェアを保持し，
日本生命と第一生命が協調している。
日本軽金属の銀行取引関係―合併後―
①短期借入における銀行取引関係
日軽アルミを吸収合併した後，日本軽金属の
短期借入構造には，一時的な混乱が生じていた
ように見える。76年３月期の短期借入には，都
市銀行３行と信託銀行６行のシェアだけを表記
してあるが，それらを合計しても25％に満たな
い｡残りの75％について,実は伊藤忠商事15.33
％をはじめ,外国銀行９行の23.95％,その他(不
明）22.01％といった借入残高が記録されてい
る。
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78年３月期には，こうした混乱も解消され，
第一勧業銀行13.60％をトップシェアとする都
市銀行４行の協調融資が整っている。日本軽金
属に吸収された日軽アルミに融資していた都市
銀行のうち，三和銀行，北海道拓殖銀行，太陽
神戸銀行が日本軽金属の短期融資に協調融資銀
行として加わっている。これらの都市銀行にと
って，日本軽金属による日軽アルミの吸収は，
日本軽金属に対する協調融資の機会を提供する
ことになったのはいうまでもない。
信託銀行も短期融資で協調しており，三井信
託5.99％を筆頭に信託５行でシェアを分散して
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表－７．日軽アルミと日本軽金属の合併＊1前後の銀行借入シェア＊2の推移 （％)
日軽アルミ（74年３月) 日本軽金属（74年３月) 日本軽金属（76年３月) 日本軽金属（78年３月)
銀 行 シェア 銀 行 シェア 銀 行 シェア 銀 行 シェア
短
期
借
入
一勧銀行 20.71 一勧銀行 7.79 北拓銀行 1.96 一勧銀行 13.60
協和銀行 15.71 三井信託 5.83 東京銀行 1.90 東京銀行 4.70
三和銀行 11.42 中央信託 5.83 太陽神戸 1.53 三和銀行 3.98
北拓銀行 7.85 住友信託 4.86 三井信託 4.21 北拓銀行 2.68
東海銀行 7.85 住友海上 7.39 中央信託 2.68 太陽神戸 1.57
太陽神戸 7.85 安田信託 2.30 三井信託 5.99
住友信託 2.30 住友信託 4.28
三菱信託 2.30 東洋信託 4.24
東洋信託 2.30 安田信託 4.00
中央信託 3.47
三菱信託 2.95
興 銀 15.72
長
期
借
入
一勧銀行 21.05 一勧銀行 13.86 一勧銀行 16.60 一勧銀行 16.22
協和銀行 9.53 協和銀行 6.26 協和銀行 6.25 協和銀行 5.83
三和銀行 5.32 三和銀行 5.56 三和銀行 4.17 三和銀行 3.69
東海銀行 3.94 北拓銀行 4.30 北拓銀行 3.38 北拓銀行 3.14
北拓銀行 3.56 太陽神戸 1.82 太陽神戸 1.68 太陽神戸 1.64
太陽神戸 3.27 大和銀行 1.30 大和銀行 0.95 大和銀行 0.83
三菱銀行 1.40 東京銀行 0.75 東海銀行 0.79 中央信託 3.21
富士銀行 0.89 東海銀行 0.52 三井信託 2.96 三井信託 2.99
大和銀行 0.73 富士銀行 0.51 中央信託 2.93 三菱信託 2.77
三井信託 5.68 三井信託 2.65 三菱信託 2.49 東洋信託 2.75
中央信託 5.38 中央信託 2.60 東洋信託 2.42 安田信託 2.66
三菱信託 4.96 東洋信託 2.49 安田信託 2.24 住友信託 2.58
東洋信託 4.25 住友信託 2.47 興 銀 14.11 興 銀 15.27
安田信託 3.49 三菱信託 2.45 朝日生命 5.99 朝日生命 6.87
住友信託 2.47 興 銀 13.15 日本生命 1.15 日本生命 1.14
興 銀 6.70 朝日生命 5.40 第一生命 1.26 第一生命 1.09
朝日生命 3.96 日本生命 1.60 明治生命 0.80 千代田生命 0.76
第一生命 2.04 第一生命 1.52 明治生命 0.67
［出所］各社『有価証券報告書』
［注］ ＊１．1974年10月，日本軽金属は日軽アルミを吸収合併。
＊２．表－１に同じ。
いる。なお，長期金融機関である興銀が短期融
資15.72％のシェアを保持しているのが注目さ
れる。
②長期借入における銀行取引関係
日軽アルミを吸収合併した後の日本軽金属の
長期借入の構造は，吸収合併前の構造を継承し
ている。短期借入構造の輪郭の不明瞭さに比し
て，都市銀行である第一勧業銀行が長期融資で
もトップシェアを保持し，さらに興銀が長期金
融機関として高いシェアを保持するという構造
である。
第一勧業銀行16.60％をはじめ都市銀行７行
で，長期資金の３分の１強を融資している。短
期融資において都市銀行の位置が低いことと関
係しているかもしれない。長期融資に加わる都
市銀行の序列は，合併前の日軽アルミと日本軽
金属に対する長期融資のうち，合併後の日本軽
金属に対する長期融資として継承された合計額
を根拠としていることは明らかである。
長期金融機関では，信託銀行が三井信託はじ
め５行がシェアを分散して協調に加わっている。
長期信用銀行である興銀が14.11％の単独シェ
アを保持しており,78年３月期にはさらに15.27
％にシェアを高めている。生命保険では，第一
勧業銀行グループに属する朝日生命の5.99％を
はじめ，３社が協調融資に加わっている。
以上，70～80年代の企業合併のなかから７つ
の事例を取り出し，合併に前後する銀行取引関
係の変化を検討してみた。いずれも個別的な事
情に規定されているが，同時にそこに貫く共通
の傾向をみることができる。それは，王子製紙
の借入構造にかかわって指摘しておいた諸点で
ある。第一に，メインバンク関係は決して固定
不変の関係ではないということである。第二に，
メインバンクは一行に固定しているわけではな
く，複数の大手銀行が並行メインの位置を占め
ることも決して例外ではないということである。
第三に，合併はメインバンク関係再編の重要な
契機となるということである。第四に，業界ト
ップ企業といえども，銀行取引関係は一方的に
決定しうるものではなく，銀行の側の力関係も
銀行取引関係再編の根拠となるということであ
る。これらの諸点は，多かれ少なかれ，大手企
業と大手銀行のメインバンク関係に共通すると
考えて大過ない。
付記：2000年度桃山学院大学特定個人研究費
助成による研究題目：『グローバル競争下の企
業集団』の成果報告である。
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Financing Share Adjustment among
Banks as Observed
in Business Mergers of the 70s80s
Ken SUZUKI
In a previous paper, I reviewed several representative cases of corporate mergers from the
1960s and examined the changes which occurred in relations with banks (adjustment of lending
shares) as a result of the mergers. This paper directly follows up on the earlier study and ex-
amines several representative mergers from the 1970s and 1980s to explore how the impact of
these mergers affected bank relations at around the time of the merger.
In this paper also, I have limited myself to the examination of changes in lending shares.
While the main bank relation goes beyond the scope of lending transactions, it cannot be
denied that the adjustment of lending shares is an important indicator of main-bank relations.
This provides the background for my choice of changing lending shares as a source of infor-
mation on the re-organization of main-bank relations.
